
１．重要な会計方針

「公益法人会計基準」（平成20年4月11日　平成30年6月15日改正　内閣府公益認定等委員会）を採用している。

(1) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品 ･･･ 総平均法による原価法を採用している。

(2) 固定資産の減価償却方法

建物付属設備 ･･･ 定率法による減価償却を採用している。

　　　　　　　　　 但し､20万円未満のものは3年均等償却を採用している。

什 器 備 品 ･･･ 定率法による減価償却を採用している。

但し､20万円未満のものは3年均等償却を採用している。

ソフトウエア ･･･ 定額法による減価償却を採用している。

リース資産 ･･･ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、

リース期間を耐用年数とし残存価額を零とする定額法を採用している。

(3) 引当金の計上基準

退職給付引当金 ･･･

役員退職慰労引当金 ･･･

計上している。

賞与引当金 ･･･ 職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を

計上している。

(4) リース取引の処理方法

処理を適用している。

(5) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式を採用している。

２．特定資産の増減額及びその残高

特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

退職給付引当資産 64,310,000 8,476,000 50,000 72,736,000

保証貸付準備積立資産 200,000,000 0 0 200,000,000

震災等支援積立資産 8,819,376 0 0 8,819,376

試験講習事業積立資産 300,000,000 0 0 300,000,000

保証基金預り資産 1,774,910,326 60,930,000 9,450,000 1,826,390,326

保証預託預り資産 1,080,000 49,938,244 9,703,910 41,314,334

2,349,119,702 119,344,244 19,203,910 2,449,260,036

なお、リース取引開始日が会計処理基準適用初年度開始前のリース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計
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役員の退職慰労金の支給に備えるため、常勤役員退職金支給規程に基づく期末要支給額を

職員の退職給付等に備えるため、当年度末の要支給額に相当する金額を計上している。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっている。



３．特定資産の財源等の内訳

特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

当期末残高
(うち指定正味財
産からの充当額)

(うち一般正味財
産からの充当額)

(うち負債に対応する額)

退職給付引当資産 72,736,000 0 0 72,736,000

保証貸付準備積立資産 200,000,000 0 200,000,000 0

震災等支援積立資産 8,819,376 0 8,819,376 0

試験講習事業積立資産 300,000,000 0 300,000,000 0

保証基金預り資産 1,826,390,326 0 28,140,326 1,798,250,000

保証預託預り資産 41,314,334 0 0 41,314,334

2,449,260,036 0 536,959,702 1,912,300,334

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は次のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物付属設備 9,591,535 8,913,053 678,482

什器備品 32,854,149 28,692,878 4,161,271

ソフトウエア 39,014,386 16,934,812 22,079,574

リース資産 9,648,720 6,414,768 3,233,952

91,108,790 60,955,511 30,153,279

５．重要な後発事象　

重要な後発事象はない。

合　　　　　　　計

特定資産

合　　　　　　　計

科目

科目


